
広島県農業関係施策検討会議運営要領 

（平成１７年６月１６日制定） 

（平成１９年１月２６日改正） 

（平成２０年４月 １日改正） 

（平成２２年４月 １日改正） 

（平成２３年４月１９日改正） 

（平成２５年６月２９日改正） 

 （平成２６年４月２８日改正） 

（平成２７年５月１４日改正） 

（平成２８年５月２６日改正） 

（令和元年５月１３日改正） 

（令和２年５月１９日改正） 

（令和４年５月１０日改正） 

（令和７年４月２５日改正） 

 

（目的） 

第１条 広島県の農業関係施策の推進について、透明性を確保するとともに、各種施策と連携しなが 

 ら適切かつ効果的に事業を実施するため、広島県農業関係施策検討会議（以下「会議」という。） 

 を開催する。 

 

（所掌事務） 

第２条 会議は、次に掲げる事項について審査検討する。 

（１） 日本型直接支払制度 

   ア 多面的機能支払交付金に関する事項 

   イ 中山間直接支払交付金に関する事項 

   ウ 環境保全型農業直接支払交付金に関する事項 

   エ その他制度に関する事項 

（２） 強い農業づくり総合支援交付金 

   ア 実施手続及び事業実施状況に関する事項 

   イ その他事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項 

（３） 消費・安全対策交付金 

   ア 事後評価に関する事項 

   イ その他事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項 

（４） 産地生産基盤パワーアップ事業 

   ア 実施手続き等に関する事項 

（５） 農産物等輸出拡大施設整備事業 

   ア 事業の効率的かつ適正な執行に必要な事項 

 

（委員） 

第３条 会議の委員は９人以内とし、有識者、消費者、経済界等のうちから、農林水産局長が定める。 

 

（会議） 

第４条 会議は、農林水産局長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員の中から、農林水産局長が指名する。 

３ 議長は、会議を代表し、その事務を掌理する。 

４ 議長に事故があるときは、あらかじめ議長が指名する委員が、その職務を代行する。 

 

（庶務） 

第５条 会議の庶務は、販売・連携推進課、農業経営課、農業生産課、農業技術課、畜産課、水産課及 

び農業基盤課で処理する。 

 

 



（雑則） 

第６条 この要領に定めるもののほか、会議の運営に関して必要な事項は、農林水産局長が別に定め 

 る。 

 

 

 

   附 則 

１ この要領は、平成１７年６月１６日から施行する。 

２ 広島県農業関係施策審査検討委員会設置運営要領（平成１２年６月２７日制定）は、平成１７年 

 ６月１５日をもって廃止する。 

３ この要領は、平成１９年１月２６日から施行する。 

４ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

５ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

６ この要領は、平成２３年４月１９日から施行する。 

７ この要領は、平成２５年６月２９日から施行する。 

８ この要領は、平成２６年４月２８日から施行する。 

９ この要領は、平成２７年５月１４日から施行する。 

10 この要領は、平成２８年５月２６日から施行する。 

11 この要領は、令和元年５月１３日から施行する。 

12 この要領は、令和２年５月１９日から施行する。 

13 この要領は、令和４年５月１０日から施行する。 

14 この要領は、令和７年４月２５日から施行する。 

 


